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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
昭栄祥(上海)貿易有限公司
SHOEI TRADING (THAILAND) CO.,LTD.

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である昭栄祥(上海)貿易有限公司及びSHOEI TRADING (THAILAND) CO.,LTD.の決算日
は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外
のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ 時価法を採用しております。

③ 棚卸資産

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 当社は定率法を採用しております。
但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結
会計年度負担額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
当社の従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、化学品事業、日用品事業、土木建設資材事業を展開しており、天然油脂由来の

油脂化学品オレオケミカルやオレオケミカルを原材料とする界面活性剤、家庭用洗剤等の企画商
品、地盤改良やコンクリートの補修補強材料等の販売を行っております。これらの商品の販売につ
いては、商品の出荷又は引渡時点において履行義務が充足されると判断し、収益を認識しておりま
す。
収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、割戻し等を控除した金額で測定し

ております。また、代理人として行われる取引については、取引価格を、顧客から受け取る対価の
額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額により算定しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてお

りません。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中の平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に計上しております。
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
（「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期
首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を引き続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額につ
いて金融負債を認識しております。
当該会計基準等の適用については、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま
す。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売

掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「電子記録債権」及び「売掛金」に含めて表示してお
ります。
この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高へ

の影響もありません。

（「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関
する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、連結計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
（貸倒引当金）
１．当連結会計年度計上額 6,077千円
２．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

将来に発生する売上債権や未収入金等の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒引当金を設定して
おります。一般債権については、債権額に貸倒実績率を乗じて算定しております。使用する貸倒実
績率は、当期以前の３算定期間に係る貸倒実績率の平均値を採用しております。貸倒懸念債権等特
定の債権については、債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を減額し、その残高
について債務者の財政状態、経営成績等を考慮して算定した回収不能見込額を貸倒引当金として計
上しております。しかし、今後の経営環境の変化等により、取引先の支払能力が悪化し、追加の引
当が必要となる可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 432,588千円

２．担保に供している資産及び担保付債務

担保提供資産

投資有価証券 2,721,085千円

敷金及び保証金 318,309千円

担保対応債務

買掛金 2,841,435千円

短期借入金 600,000千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 3,579,105株

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 62,477 18.00
2021年
３月31日

2021年
６月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおりの決議を予定しております。

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 145,113 42.00
2022年
３月31日

2022年
６月24日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金
融機関からの借入により行っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利
用することがありますが、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにも晒さ
れております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて
おりますが、定期的に時価を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一
部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用し
てヘッジしております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理
規程に沿ってリスクの低減を図っております。
デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信

用リスクはほとんどないと認識しております。
② 市場リスク(為替等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての営業債務について、原則として先物為替予約を利用してヘッジ
しております。
投資有価証券については、四半期ごとに時価を把握し、その運用状況の管理を行っておりま

す。
③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、流動性リスクを管
理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当連結会計年度末日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 4,366,221 4,366,221 －

(2) 敷金及び保証金 341,718 397,205 55,486

資産計 4,707,939 4,763,426 55,486

デリバティブ取引（*3） 870 870 －

(*1) 「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」
については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「(1) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 2022年３月31日

非上場株式 18,200

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる項目については、△で示しております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 4,366,221 － － 4,366,221

デリバティブ取引

通貨関連 － 870 － 870

資産計 4,366,221 870 － 4,367,091

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 397,205 － 397,205

資産計 － 397,205 － 397,205

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引金融機関から提示された評価額等によっており、レベル２の時価に分類し

ております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り

等適切な指標を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）

当社は、大阪市中央区において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。
2022年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,567千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりでありま

す。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

87,104 △4,166 82,937 254,000

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度の減少額は、減価償却費（4,166千円）によるものであります。
３．当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産価格調査報告書に基づく金額又は固定

資産税評価額を合理的に調整して算出しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計
化学品事業 日用品事業

土木建設

資材事業

売上高

顧客との契約から生じる収益 18,999,211 870,655 1,277,954 21,147,821

外部顧客への売上高 18,999,211 870,655 1,277,954 21,147,821

２．収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する

事項 (5) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約負債の残高等

(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 5,955,101

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 7,408,693

契約負債（期首残高） 4,897

契約負債（期末残高） 10,924

契約負債は、顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取崩され
ます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、4,897

千円であります。また、当連結会計年度における契約負債の増減は、前受金の受取り（契約負債の増
加）と、収益認識（同、減少）により生じたものであります。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、

取引価格の変動）の額に重要性はありません。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務

に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 2,011円64銭

２．１株当たり当期純利益 167円29銭

（重要な後発事象に関する注記）

（自己株式の取得）
当社は、2022年５月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し、自己株式の取
得を実施いたしました。
１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図り、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。
２．自己株式の取得に係る取締役会の決議内容
(1) 取得する株式の種類 当社普通株式
(2) 取得し得る株式の総数 35,000株（上限）
(3) 株式の取得価額の総額 38,500,000円（上限）
(4) 取得日 2022年５月13日
(5) 取得の方法 自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）

３．自己株式の取得結果
(1) 取得した株式の種類 当社普通株式
(2) 取得した株式の総数 31,600株
(3) 株式の取得価額の総額 33,116,800円
(4) 取得日 2022年５月13日
(5) 取得の方法 自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）

― 9 ―



個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

市場価格のない株式等以外の
もの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法を採用しております。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業
年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。
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４．収益及び費用の計上基準
当社は、化学品事業、日用品事業、土木建設資材事業を展開しており、天然油脂由来の油脂化学

品オレオケミカルやオレオケミカルを原材料とする界面活性剤、家庭用洗剤等の企画商品、地盤改
良やコンクリートの補修補強材料等の販売を行っております。これらの商品の販売については、商
品の出荷又は引渡時点において履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、割戻し等を控除した金額で測定し

ております。また、代理人として行われる取引については、取引価格を、顧客から受け取る対価の
額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額により算定しております。
取引の対価は、履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれてお

りません。

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
（「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首か
ら適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を引き続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額につ
いて金融負債を認識しております。
当該会計基準等の適用については、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事
業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影

響もありません。

（「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。な
お、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
（貸倒引当金）
１．当事業年度計上額 6,099千円
２．その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表（会計上の見積りに関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 415,320千円

２．担保に供している資産及び担保付債務

担保提供資産

投資有価証券 2,721,085千円

敷金及び保証金 318,309千円

担保対応債務

買掛金 2,841,435千円

短期借入金 600,000千円

３．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

昭栄祥（上海）貿易有限公司 60,091千円

SHOEI TRADING (THAILAND) CO.,LTD. 23,115千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（関係会社長期貸付金を除く）

短期金銭債権 307,652千円

短期金銭債務 18,647千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 438,659千円

仕入高 429,280千円

販売費及び一般管理費 37千円

営業取引以外の取引高 556千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 108,129 株 15,900 株 － 株 124,029 株

(注) 自己株式数の増加15,900 株は、譲渡制限付株式の無償取得による増加15,900 株であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 24,393千円
未払事業税 11,453千円
株式報酬費用 17,967千円
ゴルフ会員権評価損 7,076千円
長期未払金 33,879千円
退職給付引当金 16,856千円
貸倒引当金 1,865千円
その他 8,765千円

繰延税金資産小計 122,257千円
評価性引当額 △57,789千円
繰延税金資産合計 64,467千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,112,797千円

繰延税金負債合計 △1,112,797千円
繰延税金資産(負債)の純額 △1,048,329千円

（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：千円）

種類
会社等の

名称

議決権等の

所有(被所有)

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

昭栄祥（上

海）貿易有

限公司

所有

直 接

100.0％

商品の販売

商品の仕入

資金の貸付

債務の保証

役員の兼任

商品の販売 239,267 売掛金 239,060

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．上記子会社への当社商品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

２．上記子会社の債務に対して債務保証を行っております。なお、保証料の受取は行っており
ません。
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（収益認識に関する注記）
（収益を理解するための基礎となる情報）

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,984円19銭
２．１株当たり当期純利益 165円18銭

（重要な後発事象に関する注記）
（自己株式の取得）

連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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